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事務レベル検討会議の趣旨

事務レベル検討会議は、平成２９年４月２７日に開催された根室本線対策協議会総会
において、鉄路の維持存続に向けた線区の経費節減策、利用促進策、住民意識の醸成
策についてＪＲ北海道とともに検討することが確認され設置されました。

根室本線対策協議会
（市町村長＋市町村議会議長）

根室本線対策協議会幹事会
（市町村企画担当課長）

事務レベル検討会議
 北海道運輸局交通政策部交通企画課
 北海道総合政策部交通政策局交通企画課
 上川・空知・十勝総合振興局地域政策課
 ＪＲ北海道地域交通改革部
 市町村企画担当課
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【主な検討内容】
① 営業損益の調査分析によるコスト圧縮に
向けた経費節減策

② 日常的な利用や観光列車・企画列車運行
による利用促進策

③ マイレール、マイステーションに向けた住
民の意識醸成策

収入 費用 収入 費用

設備のスリ
ム化などに
よる節減

利用促進策
による増収

現状 マイレール・マイ
ステーション意識
で鉄路を支える



構成メンバーと検討経過
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団 体 名 所 属 ・ 職 名 氏 名

滝川市 企画課長 深村 栄司

赤平市 企画課長 畠山 渉

芦別市 企画政策課長 高橋 克嘉

南富良野町 企画課長 定塚 正文

新得町 地域戦略室長 東川 恭一

占冠村 企画商工課長
松永 英敬～9月

三浦 康幸10月～

北海道運輸局 交通企画課長 山本 隆志

北海道 鉄道交通ｸﾞﾙｰﾌﾟ主幹 佐々木 敏

上川総合振興局 地域政策課長 石井 順一郎

空知総合振興局 地域政策課長 工藤 稔

十勝総合振興局 地域政策課長 小林 達也

ＪＲ北海道

地域交通改革部専任部長 三浦 雅行

車両部長 岩本 隆市

富良野市
（事務局）

企画振興課長 西野 成紀

企画振興係長 入交 俊之

企画振興係 野澤 進吾

(1) 構成メンバー

月 日 案 件 内 容

4月27日
根室本線対策協議会

総会（富良野市）

ＪＲ北海道を交えた「事務レベル検討会議」を設

置し検討することが確認される。

5月16日
第１回事務レベル

検討会議（富良野市）

今後の検討会議の進め方、先進事例地の視察、

国土交通省への要請活動について協議。

5月30日 千葉県いすみ鉄道視察 沿線の首長、議長、企画担当課長らによる視察

5月31日 国会議員への要請 道内選出30人の国会議員への要請活動。

6月1日 国土交通省への要請 石井国土交通大臣、根本政務官への要請活動。

6月7日
第２回事務レベル

検討会議（滝川市）

経費節減策（駅の見直し、踏切の廃止等）に関

する協議。

6月29日 ＪＲ利用者実態調査 ＪＲ利用者に対するアンケート調査を実施。

7月11日
第３回事務レベル

検討会議（新得町）
利用促進策（日常的な利用等）に関する協議

8月10日
第４回事務レベル

検討会議（赤平市）
住民意識醸成策に関する協議。

9月1日
第５回事務レベル

検討会議（南富良野町

経費節減策、利用促進策、意識醸成策に関する

取りまとめ

10月3日
第６回事務レベル

検討会議（芦別市）

中間報告取りまとめ、及び中間報告後の対応に

ついて協議。

(2) 検討経過



■鉄道の諸元
・区間 滝川～富良野

・営業キロ 54.6km

・列車本数 上下19本（貨物：臨時上下４本※）

※平成20年1月より臨時上下２本のみ運行中

・駅数 ９駅 （うち有人2駅）

・沿線自治体 滝川市、赤平市、芦別市、富良野市

■線区の歴史
・根室線滝川・富良野間は、下富良野線として建設され、
１９１３年（大正２年）に全線が開業しました。全線が開業し
て１０４年を経過しています。主な開業年と開業区間は下表と
なっています。

■沿線の交通状況
（１）バス
〇都市間バス
・札幌～赤平～芦別～富良野 １０往復/日（中央バス）

〇路線バス
・滝川～赤平～芦別 ２１往復/日（中央バス）
・滝川～赤平 １６往復/日（中央バス）

開業年 開業区間

１９１３（大正２） 滝川～下富良野（現富良野）
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滝川

富良野

芦別

赤平

砂川

東滝川

茂尻

平岸

上芦別 野花南

鉄道（当該線区）

高規格幹線道路
鉄道（その他線区）

根室線（滝川・富良野）の概況

■特記事項
・夏季に臨時特急ﾌﾗﾉﾗﾍﾞﾝﾀﾞｰｴｸｽﾌﾟﾚｽ（最大２往復/日）を運行

・貨物列車が運行（滝川～富良野間 臨時上下４本）

フラノラベンダーエクスプレス 貨物列車



■鉄道の諸元
・区間 富良野～新得

※東鹿越・新得間は代行バスにより運行

・営業キロ 81.7km

・列車本数 富良野・東鹿越間 上り6本、下り4本

・沿線自治体 富良野市、南富良野町、新得町

・駅数 9駅（うち有人2駅）

■線区の歴史
・根室線富良野・新得間は十勝線旭川・帯広間の一部として建設
され、富良野より新得に向かって段階的に開業しながら、
１９０７年（明治４０年）に全線が開業しました。全線が開業
して１１０年を経過しています。主な開業年と開業区間は下表
となっています。

開業年 開業区間

１９００（明治３３） 下富良野（現富良野）～鹿越

１９０１（明治３４） 鹿越～落合

１９０７（明治４０） 落合～帯広

１９６６（昭和４１） 落合～上落合～新得間の新区間の使用開始
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東鹿越 幾寅

富良野

新得

布部

山部

下金山

金山
落合

鉄道（当該線区）

高規格幹線道路
鉄道（その他線区）

根室線（富良野・新得）の概況
■沿線の交通状況
（１）バス
〇都市間バス
・旭川～帯広 ３往復/日（道北バス、拓殖、十勝バス）

〇路線バス
・富良野～西達布 ５往復/日（ふらのバス）
・幾寅～下金山、金山、北落合 デマンド方式（町営バス）
・富良野～占冠 ３往復/日（村営バス）
・占冠～(トマム）～幾寅 ２往復/日（村営バス）

■特記事項
・平成28年8月の台風10号により、不通となっている東鹿越～新得間

については、バス代行輸送（上下10本）

・H29.7.12にJR北海道は落合～新得間の復旧費１０．５億円と発表
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■滝川・富良野

○昭和50年度と比較して約1/14に減少

○昭和62年度と比較して約2/3に減少

5,876

4,664

654 580
152

0

2,000
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（人）

■富良野・新得

○昭和50年度と比較して約1/40に減少

○昭和62年度と比較して約1/4に減少

日本国有鉄道経営再建促進特別措置法
施行令第３条に基づくバス転換基準
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約1/14に減少 約1/40に減少

※輸送密度：営業キロ1kmあたりの１日平均輸送人員

※H28の輸送密度は432人（８月の台風被害により、9月から12月を除いて算出） ※H28の輸送密度は154人（８月の台風被害により運休を継続している
ため、4～8月の実績で算出）

日本国有鉄道経営再建促進特別措置法
施行令第３条に基づくバス転換基準

※輸送密度：営業キロ1kmあたりの１日平均輸送人員

輸送密度の推移
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■滝川・富良野間の輸送密度の推移

○直近５年間の輸送密度は増加している。

■富良野・新得間の輸送密度の推移

直近５年間の輸送密度と輸送人キロの推移
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人
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m

輸送密度＝年間輸送人キロ÷営業距離54.6km÷365日

■滝川・富良野間の輸送人キロの推移

8,735,320 
9,301,546 9,329,888 9,159,204 
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年間輸送人キロ＝輸送人（乗車人員）×輸送距離（乗った距離）

○直近５年間の輸送密度は減少している。
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■富良野・新得間の輸送人キロの推移
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9

■富良野・新得 （H28は台風被災前）

15

13

○平成12年3月のダイヤ改正以降、列車本数を

ほぼ維持してきました。

0
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滝川～芦別

芦別～富良野

19

22

（本）

■滝川・富良野

18

20

○平成27年まで運行本数を維持してきました。

平成28年3月ダイヤ改正で減便致しました。

定期列車本数の推移
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■平成27年度乗降人員調査 車内乗車人数

○芦別以東でご利用が減少しています。

◆滝川・富良野 ◆富良野・新得
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○幾寅以東でご利用が減少しています。

１日当たり駅間の車内乗車人数
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■平成27年度定期券利用実績（1日当たり人数）
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◆滝川・富良野 ◆富良野・新得

236 232 

183 

157 
147 

43 

23 23 25 

0

50

100

150

200

250

300

滝
川

東
滝
川

赤
平

茂
尻

平
岸

芦
別

上
芦
別

野
花
南

島
ノ
下

富
良
野

（人）

１日当たり＝年間人員換算/365

年間人員換算＝「年間の1ヶ月定期発売枚数」×1/12（人数）×2（往復）×248（年間平日数）

根室線内各駅の定期券発売枚数（１ヶ月定期を１枚と換算）の実績から年間人員を換算

○芦別以東でご利用が減少しております。 ○幾寅以東でご利用が減少しております。

１日当たり駅間の定期券利用実績
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○乗車人員が10人以下の駅は、9駅中2駅です。

◆滝川・富良野 ◆富良野・新得

○乗車人員が10人以下の駅は、9駅中4駅です。

駅の乗車人員

（東鹿越）（幾寅）（落合）（新得）

Ｈ２８ ４９

Ｈ２７ １ ５９ ５ ２４５
Ｈ２６ ０ ７４ ４ ２０２
Ｈ２５ ０ ７２ ５ ２４７
Ｈ２４ １ ６６ ４ ２５６

Ｈ２８はデータなし

年度別乗車人員



＜参考：乗車定員＞

キハ４０：９６名 路線バス：約８０名 ※大型（９ｍ超）

【滝川～富良野間】

【富良野～新得間】

富良野 新得

乗車数計

（上り）

山部 幾寅 落合

乗車数計

（下り）

滝川 富良野

乗車数計

（上り）

赤平 芦別

乗車数計

（下り）

富良野 新得

乗車数計

（上り）

山部 幾寅 落合

０人３人３２人５０人

乗車数計

（下り）

滝川 富良野

乗車数計

（上り）

赤平

２２人７７人

芦別

１５３人

乗車数計

（下り）
２人４３人４３人

２３人 ２６人 ０人 ０人

芦別高校

駅と駅の間に乗車している最大人数

富良野高校

南富良野高校

富良野高校

滝川・滝川西・滝川工業高校

新得高校

地域の生活を支える根室線（鉄道利用の通学状況）

13

根室線（滝川～新得間）は、通学のための重要な交通機関として利用されているが、一部においては、利用者数が
極めて少ない区間もあります。
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（人）

※通学者数は、平成28年度通学調査の結果
（通学状況について各学校へ調査を依頼し、回答のあった
ものを記載。富良野緑峰高校は未回答。）

※網掛けは各高校最寄り駅での降車数

※島ノ下駅は平成29年3月4日に廃止

【滝川→富良野】
・滝川から芦別高校への通学流動が多い

【富良野→滝川】
・芦別、赤平等から滝川の高校への通学流動が多い

■通学状況 （平成28年度）

【富良野→新得】
・富良野から南富良野高校への通学流動が多い

【新得→富良野】
・幾寅、山部等から富良野高校への通学流動が多い

（人）
◆滝川・富良野 ◆富良野・新得

富良野高校には滝川方面、新得方面の両方からの通学流動が
ある

深

川

美

唄

砂

川

滝

川

東

滝

川

赤

平

茂

尻

平

岸

芦

別

上

芦

別

島

ノ

下

富

良

野

通

学

計

乗車数 ← ← ← ← 1
通学計 1 ← ← ← ← 1
乗車数 ← ← ← ← ← ← 1
通学計 1 ← ← ← ← ← ← 1
乗車数 ← ← 2 ← ← ← 1
通学計 3 ← ← 3 ← ← ← 1
乗車数 ← 7 2 ← 3 1
通学計 13 ← 13 6 ← 4 1
乗車数 ← 13 2 3 23 5 ← 2
通学計 48 ← 48 35 33 30 7 ← 2
乗車数 3 50 12 6 7 9
通学計 87 87 84 34 22 16 9
乗車数 43 → → → → ← ← 4
通学計 43 → → → → 47 ← ← 4
乗車数 1 → 1
通学計 1 → 2 2

43 3 73 16 9 35 16 1 6 202

1

1

3

13

48

芦 別 高 等 学 校

富良野高等学校

乗 車 数 計

深川西高等学校

美唄聖華高等学校

砂 川 高 等 学 校

滝川工業高等学校

滝 川 高 等 学 校

滝川西高等学校

2

87

47

富

良

野

布

部

山

部

下

金

山

金

山

東

鹿

越

幾

寅

落

合

新

得

通

学

計

乗車数 1 17 5 5 ← 19 3

通学計 50 50 49 32 27 ← 22 3

乗車数 23 → 3 → → →

通学計 23 → 26 → → → 26

23 1 20 5 5 19 3 76乗 車 数 計

富良野高等学校

南富良野高等学校

50

26

高校等の通学の状況



滝

川

東

滝

川

赤

平

茂

尻

平

岸

芦

別

上

芦

別

野

花

南

島

ノ

下

富

良

野

線

区

外

（
富
良
野

以

遠

）

合

計

1.0 5.5 3.0 2.2 0.3 11.9
0.3 1.0 1.9 1.3 4.4
2.9 59.3 19.1 7.7 45.4 17.0 4.0 0.8 156.2

4.7 0.8 9.5 1.1 1.9 0.8 18.8

20.8 20.8
6.6 0.8 7.4
1.1 1.1

5.6 5.6
0.1 1.0 1.1

3.9 3.9
0.3 0.3

0.6 0.6
0.9 0.9

3.9 64.8 22.1 7.7 69.4 17.3 14.4 0.8 200.3
0.3 5.7 2.8 17.3 2.0 3.8 0.8 32.5

線 区 外
（ 滝 川 以 遠 ）

滝 川

東 滝 川

赤 平

茂 尻

富 良 野

合 計

平 岸

芦 別

上 芦 別

野 花 南

島 ノ 下

■定期券月平均発売枚数 （平成27年度）

15

（枚）

凡例： 通学定期券月平均発売枚数

通勤定期券月平均発売枚数

※１ヶ月定期は１枚、３ヶ月定期は３枚、６ヶ月定期は６枚として集計

※経路は最も安価な経路で集計

※島ノ下駅は平成29年3月4日に廃止

※小数点第１位未満は四捨五入

定期券のうち通学定期が全体の約９割を占める

富

良

野

布

部

山

部

下

金

山

金

山

東

鹿

越

幾

寅

落

合

新

得

合

計

0.8 0.8

29.9 2.0 2.8 41.8 1.2 77.8
4.9 2.0 6.9

0.9 0.9

4.3 4.3

1.0 1.0

0.8 29.9 2.0 2.8 47.1 1.2 83.8
4.9 3.0 7.9

線 区 外
（ 富 良 野 以 遠 ）

富 良 野

布 部

山 部

下 金 山

合 計

金 山

東 鹿 越

幾 寅

落 合

新 得

◆滝川・富良野 ◆富良野・新得 （枚）

定期券のうち通学定期が全体の９割を超える

滝川・布部間の通学定期が月平均0.8枚発売されている

通勤・通学定期の発売状況



札
幌

帯
広

鉄道
（普通）

旭川２４

１１

滝
川

新
得

幾
寅

鉄道（特急）

0.5

３

３

鉄道（特急）

７ １２

４

５

４

２１

１０

赤
平

芦
別

美瑛

上富良野

中富良野

８

⑩

鉄道
（普通）

＜交通機関別の運行状況＞ ※H29.8時点
【出典】北海道調べ

富良野

東
鹿
越 ４．５

１

ＪＲ代行バス

占
冠

ト
マ
ム

３
２

落
合

０．５

５

デマンドバス

滝川～富良野～新得間は、都市間バス及び路線バスが並走し、特に、
滝川～芦別間のバスは鉄道の２倍を越える運行本数となっている。

※数は、往復の数字

鉄道 特急

鉄道 普通・快速
都市間・路線（町村
営）バス

【所要時間・料金等】
○札幌～滝川～富良野
・ＪＲ：約１３３分（乗継時間含）、

９往復、片道３，６２０円
※特急自由席利用（札幌－滝川）

・バス：約１５０分、１０往復、
片道２，２６０円

○富良野～新得
・ＪＲ：約１１５分（乗継時間含）、

４．５往復（代行バス接続）、
片道１，６４０円

・バス：約９８分、３往復、片道１，４４０円

山
部

下
金
山
・金
山

交通モードの比較
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 沿線５市町（滝川市、赤平市、芦別市、富良野市、南富良野町）においては、双方向の通勤・通学の流動が見られる。
 新得町は、十勝管内での通勤・通学の流動が大半となっている。

南富良野町富良野市芦別市滝川市

新十津川町

帯広市

中富良野町

８１０
（０）

５２０
（１０４）

２０
（０）

３２（０）

１１（３）
１７
（７）

２２３（６０）

５８
（２４）

２０
（１）

２０９
（１４）

１４６
（９）

１８４
（２３）

赤平市 新得町

３３７
（７９）

４２５
（０）

占冠村

１３
（０）

３４
（０）

３２４
（０）

３９
（８）

１６４７
（４０）

６３８（５４）

＜他市町村への通勤・通学の移動実態（上位３市町村＊沿線相互の移動は全て記載）＞

【出典 平成22年度国勢調査】

清水町

１４５
（５４）

※青枠の市町村は、根室線対策協議会構成市町村
（ ）内数値は通学者数、協議会構成市町村の上の数値は市町内での通勤・通学者数、
朱色の矢印は各市町村において最も人数が多い他市町村への移動

5～50人
51～100人

101人～

５３４
（９２）

５７
（１２）

９３
（３０）

上富良野町

３２５
（１）

１３２６
（２２７）

５４１９
（４２６）

砂川市

１２６２
（１９７）

１１１３
（１２５）

地域における移動の実態 ～通勤・通学～
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 滝川市・赤平市・芦別市は、概ね地元の医療機関で入院しているが、一部で周辺の市や旭川、札幌の医療機関への流動が見られる。
 南富良野町は、富良野市の医療機関への流動が極めて高い。
 新得町は、帯広市の医療機関への流動が多い。

南富良野町
（０．０％）

富良野市
（７７．４％）

芦別市
（５９．１％）

滝川市
（６７．５％）

上川中部圏（旭川市）

札幌

帯広市

２１．１％

１１．４％
４８．６．％

８４．４％

赤平市
（６０．９％）

新得町
（１３．２％）

占冠村
－％

６．１％

５．８％

１５．１％

人口人未満のため非公開

＜他市町村への入院に伴う移動実態（上位２市町村）＞

富良野圏 十勝圏

中富良野町

上富良野町

３３．９％

５６．０％

砂川市

１１．４％

１５．５％

５．２％

中空知圏

※（ ）内数値は市町村内での受療割合、
朱色の矢印は各市町村において最も割合が高い他市町村への移動

【出典】北海道総合保健医療協議会地域
医療専門委員会資料より北海道作成

地域における移動の実態 ～医療～
18



 赤平市、芦別市は、滝川市への流動が多く、滝川市は市内での買い物がほとんどとなっている。
 南富良野町、占冠村は、富良野市への流動が多く、富良野市は市内での買い物が多いものの旭川市へも一定の流動がみられる。
 新得町は、帯広市への流動がほとんどとなっている。

＜他市町村への買い物の移動実態（上位３市町村）＞

芦別市
（４６．１％）

滝川市
（７９．８％）

旭川市

札幌市

帯広市

中富良野町

５４．２％

４．９％ ２６．２％

３０．０％

６２．８
％

４６．１％

赤平市
（３３．６％）

新得町
（１９．１％）

２．６％

２．２％

１．８％

６．４％
４．９％ ３．８％

１．７％

１２．５％

１８．３％

１３．３％

４２．６％

１２．１％

２．２％

１０．８％
１．３％

音更町

２．４％

芽室町

１．１％

【出典】平成21年度北海道広域商圏
動向調査報告書より北海道作成

※（ ）内数値は市町村内での買い物割合、朱色の矢印は各町において最も割合が高い他市町村への移動

南富良野町
（１０．６％）

占冠村
（１３．８％）

富良野市
（６２．６％）

地域における移動の実態 ～買物～
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0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

3,500,000

H23 H24 H25 H26 H27

宿泊客数 外国人宿泊客数

 国の広域観光周遊ルートには、広域観光拠点地区である富良野市も含まれており、インバウンドの増加や北海道新
幹線開業も相まって、今後、国や道が進める観光立国に大きく寄与する可能性があります。

 沿線地域の宿泊客数は、増加傾向であり、特に外国人宿泊客数は急激な増加となっています。

②沿線地域における観光宿泊者数（延数）の状況

③平成２７年 圏域別・観光宿泊者数（延数）の割合

道央
60%

道南
12%

道北
11%

オホーツク
5%

十勝
6%

釧路・根室
6%

国内＋外国人

道央
72%

道南
8%

道北
12%

オホーツク
2%

十勝
3% 釧路・根室

3%

外国人

道央

道南

道北

オホーツク

十勝

釧路・根室

【滝川～新得間の沿線等市町村計】

知床５４万人

北見７０万人

旭川８１万人

札幌１２１３万人

※地図中の数字は、広域観光拠点地区の
観光宿泊者数（延数）

①国の広域観光周遊ルート
「アジアの宝 悠久の自然美への道 ひがし北・海・道」

網走４７万人
上川層雲峡
７３万人

釧路７７万人
阿寒６０万人

摩周・川湯
２２万人

美瑛２７万人

富良野７６万人

トマム４４万人

外国人
宿泊客数(人）

宿泊客数(人）

帯広９８万人

十勝川温泉
４３万人

【出典】国土交通省観光庁資料

【出典】北海道観光入込客数調査報告書

【出典】北海道観光入込客数調査報告書

※占冠村を含む

広域観光ルートを形成する根室線①
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④外国人向けレールパスの販売状況

北海道レールパスの販売枚数は、全国以上の伸び率となって
いるが、全国に占めるシェアは、依然低い。

H27 H28 対前年比
ＪＲ６社計 231.8万枚 273.1万枚 117.8%
北海道レールパス 7.9万枚 9.4万枚 119.0%

シェア 3.4% 4.1%

北海道レールパス

外国人旅行者専用割引切符
(特急・急行列車が乗り放題)

・3日間16,500円
・5日間22,000円
・7日間24,000円

【出典】北海道観光入込客数調査報告書

①富良野市：平成27年度・季節別観光入込客数

1,098 
1,467 

2,136 
2,482 

4,000 

115

154
208

500

0

100

200

300

400

500

600

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

Ｈ２５年度 Ｈ26年度 Ｈ２７年度 Ｈ２８年度 Ｈ３２年度・目標

③訪日外国人の推移 全国 北海道

北海道シェア9.7%

【出典】北海道観光入込客数調査報告書
全国
（万人）

北海道
（万人）

②富良野市：月別宿泊客延数

【出典】ＪＲ北海道資料、北海道調べ

○ 根室線沿線の代表的な観光地である富良野市は、観光客の入込みが夏に集中している。
○ 鉄道を利用する外国人観光客は増加が続いており、外国人向けレールパスの利用は更なる拡大の可能性がある。

319,100 , 
17%

895,900 , 
48%

385,500 , 
20%

279,800 
, 15%

３月、４月、５月 6月、7月、8月
9月、10月、11月 12月、1月、2月

（人）

夏

秋

春冬

12,034 

38,612 

61,405 

88,171 
90,178 

76,241 

51,146 

14,974 

41,535 

65,561 
59,518 

37,672 

2,766 7,288 
12,695 

19,629 13,722 

6,059 6,654 2,826 
11,365 

15,939 17,982 

5,628 
0 

20,000 

40,000 

60,000 

80,000 

100,000 

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

国内 外国

【出典】北海道観光入込客数調査報告書

（人）

広域観光ルートを形成する根室線②
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 鉄道貨物輸送は道内と道外の輸送シェアの約８％を、農産品をはじめとする多様な貨物を輸送しています。

 道内における貨物列車の運行本数は、札幌以南が多くなっており、滝川～富良野間においては、８月から４月の間の
み臨時列車上下２本が運行されています。

②道外への農産品輸送

【出典】ＪＲ貨物
陸上貨物輸送の
鉄道シェア（H25実績）

（全道図）
【出典】ＪＲ貨物 区間別設定列車本数

（列車本数には、臨時列車を含む。）

51本

2本

10本

54本

12本

2本

6本

④貨物列車の運行状況

①鉄道貨物輸送の状況

２本

③輸送モード別貨物輸送量

（道内） （道内－道外）

広域物流ルートを形成する根室線①
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①鉄道輸送における月別輸送量（道内－道外間輸送）

【出典】北海道の運輸の動き（月報）（北海道運輸局）

②道内発着輸送貨物における富良野駅の割合（H27）

③貨物による線路使用料負担の比較

＜ＪＲ旅客会社に対する線路使用料＞
・アボイダブルコストルールが適用され、貨物列車が走行しなけ
れば回避できる経費（レールの摩耗に伴う交換費用等）のみ
をＪＲ貨物が負担

ＪＲ旅客

並行在来線

区分

○

○

×

○

×

○

線路・電路設備修繕費 人件費・
業務費

資本費
（設備投資等）軌道・電気 その他

×

○

○ 道内から道外へ向かう上り便の輸送では、一次産品比率が高いことにより、季節変動が大きくなっている。

○ 下り便の荷物が少ないことによる片荷輸送が課題となっており、富良野駅発着の貨物についても同様の傾向となっている。

○ 貨物列車を運行するために必要な安全投資並びに修繕の一部は、国鉄改革時にＪＲ６社間で締結した協定（アボイ
ダブルコストルール）により、ＪＲ北海道が負担している。

④並行在来線事業者に対する線路使用料

＜並行在来線事業者に対する線路使用料＞
・厳しい経営環境の並行在来線事業者に対し、使用実態に応じ
た線路使用料を確保するため、アボイダブルコスト相当分に
加え、鉄道・運輸機構がＪＲ貨物を通じて、貨物調整金を交付

【出典】国土交通省ＨＰ

【出典】国土交通省ＨＰ100

150

200

250

300 道内⇒本州

本州⇒道内

道外

道外

対道外発着貨物の
輸送量に差

農水産品の収穫期の
9～11月がピーク

（千トン）

＜到着貨物＞
富良野駅

90 千トン

（3.2%）

その他

2,703 千トン

（96.8%）

＜発送貨物＞
富良野駅

7 千トン

（0.3%）

その他

2,677 千トン

（99.7%）

【出典】ＪＲ貨物資料

広域物流ルートを形成する根室線②
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※平成29年１月現在
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橋りょうの経年および材質

トンネルの経年および材質

■滝川・富良野間 ■富良野・新得（上落合）間

橋りょうの経年および材質

トンネルの経年および材質

根室線の土木構造物の概況



■今後20年間で運営赤字とは別に必要となる土木構造物の大規模修繕・更新費用

※ 金額は億円未満を四捨五入して表示しています。 25

根

室

線

滝

川

・

富

良

野

設備概況 費用内訳

種別 数量 項目 数量 費用 計

橋りょう 70橋

①鋼橋の腐食対策 24橋(64連) 6億円

10億円②鋼橋の亀裂対策 13連 1億円

③橋脚の洗掘対策 3橋(8橋脚) 2億円

経年進行に伴う恒常的な維持管理費用の増加 1億円 1億円

計 11億円 11億円

根室線の大規模修繕・更新費用

根

室

線

富

良

野

・

新

得

設備概況 費用内訳

種別 数量 項目 数量 費用 計

橋りょう 106橋

①鋼橋の腐食対策 24橋(38連) 4億円

5億円②鋼橋の亀裂対策 8連 1億円

③橋脚の洗掘対策 1橋(1橋脚) 0億円

トンネル 8箇所

①地山の影響を受けるトンネルの変状

対策
2箇所 9億円

14億円
②トンネルの漏水対策 5箇所 5億円

経年進行に伴う恒常的な維持管理費用の増加 3億円 3億円

計 22億円 22億円

（上
落
合
）



■今後20年間で運営赤字とは別に必要となる車両の更新費用

１ 車両の現状及び更新の考え方
・ 全車両が更新時期を迎えるため、新製車両への更新が必要
・ 一般用の新製車両については、現在試作車を製作中である電気式気動車を想定

２ 今後20年間の車両更新費用
１の考え方に基づき算出した今後20年間の車両更新費用は以下のとおりです。
なお、更新車両数は平成29年４月時点の予定ダイヤを前提として算出しています。
また、観光列車用（フラノラベンダーエクスプレス等）の車両は含んでいません。

線 区 更新車両数 車両更新費用 備考

根室線（滝川～富良野間） 7両 14億円

根室線（滝川～新得間） 9両 18億円 滝川～新得間の場合は上記７両に加
え、２両が必要となります

26

※ 金額は億円未満を四捨五入して表示しています。

根室線の車両の更新費用



（百万円）
（平成27年度）

損 益
▲1,183百万円
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収 入
130百万円

費 用
1,313百万円

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

130 

366 

114 

505 

126 

172 

31 

○ 大正2年に完成した第3空知川橋梁に代表されるような
100年を経過した老朽土木構造物が多く存在し、維持
管理に苦慮しているほか、山間部の除雪作業にも苦慮
しております。

○ 石勝線開業後はリゾート列車を除いて特急列車の運行が
無くなり、輸送密度も500人未満とご利用が少ない線区
です。

収 入
56百万円

費 用
1,035百万円

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

56 
139 

111 

495 

164 

105 

21 
諸税

その他（管理費など）

減価償却費

施設の維持や修繕等

に係る費用

車両の維持や修繕等

に係る費用

輸送に直接必要な費

用

損 益
▲979百万円

■滝川・富良野 ■富良野・新得

○ 石勝線開通後は特急列車の運行が無くなり、現在は
極端にご利用が少ない線区です。

○ 老朽化した橋梁が多く存在するほか、線区のほとんど
が山間部であり、線路への立ち入り箇所が少なく維持
管理に苦慮しております。

根室線の収支の状況
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収支の各項目に含まれる内容

収 入 収 入 の 内 容

収入 ・乗車券、特急券など

・通勤定期券、通学定期券など

・建物及び土地等貸付料、旅客雑収入（入場料金等）など

費 用 費 用 の 内 容

輸送に直接必要な費用 ・運転士、車掌、指令に係る費用、燃料費

・駅などの旅客の取り扱いに係る費用

車両の維持や修繕等に係る費用 ・車両の検査・修繕に係る費用など

施設の維持や修繕等に係る費用 ・線路、橋梁、トンネル、建物などの修繕に係る費用

・信号、通信設備、配電線などの修繕に係る費用

減価償却費

その他（管理費など） ・施設、車両の維持、修繕の作業管理に係る本社、支社の費用

・列車の運転及び旅客の取り扱いの作業管理に係る本社、支社の費用

・一般管理費の費用など

諸税 ・固定資産税など

・収入は、発売した切符の区間に応じて配分している。
・車両に係る費用は実際に走行した区間の距離に応じて配分している。
・施設に係る費用は直接線区に係る費用のほか、配分が必要な費用については、その線区に関わった人員割合で配分している。
・本社計画部門などの管理費を全て線区に費用割合で配分している。
・人件費には、社員7,000人のほかに定年退職後の再雇用者と契約社員1,300人の人件費と冬期の除雪作業員等の臨時雇用者2,000人の人件費も含まれる。
また、ＪＲ札幌病院の医師及び派遣医師を含む。
・ＪＲの平均年収（※）は500万円を下回る水準である。
※平均年収には、超過勤務手当等の実績給を含む。管理職社員及び定年退職後の再雇用者で労働日数が定年退職前と同じ者を含み、医療社員及び契約社員を除く。
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ＪＲ利用者ｱﾝｹｰﾄ調査①(H29.6.29実施）

滝川駅 東滝川駅 赤平駅 茂尻駅 平岸駅 芦別駅 富良野駅 東鹿越駅 新得駅 合計

218人 6人 45人 10人 10人 19人 360人 56人 22人 746人

●各駅におけるｱﾝｹｰﾄ回答者数

49% 51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性

問１ 性別

70% 6% 3%3%5% 6% 6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代～

問２ 年代

25% 62% 9% 5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

市町内 道内（市町外） 道外 国外

問３ お住まい

71% 5%3%2%2% 15% 3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通学 通勤 通院 ビジネス 買物 観光 その他

問４ ＪＲの利用目的

66% 8%1%2%2%8% 3% 10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

毎日 週数回 週1回 月数回

月1回 年数回 年1回 年1回以下

問５ ＪＲの利用頻度
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ＪＲ利用者ｱﾝｹｰﾄ調査②(H29.6.29実施）

74% 26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない

問６ ＪＲが利用者の少ない路線の廃止など
を含めた見直しを検討していることを知ってい
ますか？

76% 24%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

知っている 知らない

問７ 本路線が見直しの対象となっていること
を知っていますか？

76% 10% 14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

困る 困らない わからない

問８ 利用している路線が廃止されバスに転
換されるとしたらどう思いますか？

79% 21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

不便でない 不便である

問９ ご利用している駅に不便を感じますか？
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ＪＲ利用者ｱﾝｹｰﾄ調査による主な意見

【利便性向上に関する意見】
① 列車の本数を増やしてほしい（赤平駅、芦

別駅、富良野駅、東鹿越駅）

② 昼の時間帯の列車が少ない（赤平駅）

③ 根室線はなくなってほしくない（平岸駅）

④ エレベーターやエスカレーターの設置が必

要である（芦別駅、富良野駅）

⑤ 活気のある街なれば利用者は増えると思

う。（芦別駅）

⑥ せっかく線路がつながっているのだから、

イベントとしてエリア周遊を（芦別駅）

⑦ 列車の運賃を安くしてほしい（富良野駅）

⑧ 駅の売店（キオスク）やゴミ箱がなくな

り、大変に不便になった（富良野駅）

⑨ 乗り心地を改善してほしい（富良野駅）

⑩ 外国人観光客に対する案内表示不足、丁寧

さ不足を感じる（富良野駅）

⑪ お得な切符をいろいろ出してＪＲを交通の

一番候補になるようにしてほしい（新得

駅）

【路線見直しに関する意見】
① ＪＲ北海道はＪＲ九州を参考に経営改善を

すべきであり、赤字路線を切り捨ててでも

ＪＲ本体は残すべき（富良野駅）

② 夕張市方式のように実現可能な道を選択す

べき（富良野駅）

③ ＪＲ北海道は事故が多く安心できないの

で、ＪＲ東日本と一緒になったほうがいい

のではないか（富良野駅）

④ どうしても鉄道でなければならない時代で

もない（富良野駅）

⑤ 幾寅駅から東鹿越駅までバスから汽車に乗

り換えるのが大変なので、バスか汽車が早

くどちらかに決めてほしい（富良野駅）

⑥ 使いやすければバスでも汽車でもどちらで

もよい（富良野駅）

⑦ 上下分離して国が線路を保守すべき（東鹿

越駅）

⑧ 北海道で列車を走らせることは残念ながら

無理だと思う（新得駅）
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経費節減策①

コスト圧縮に向けて考えられる経費節減策は以下の４点です。

①ご利用の少ない無人駅の廃止 ⇒ １ヶ所当約100～200万円/年

②通行量が少なく、隣接踏切へ
の迂回が可能な踏切の廃止 ⇒ １ヶ所当約100万円/年

③行き違い設備の撤去による設備のスリム化 ⇒ １ヶ所当約300～400万円/年

④ご利用の少ない普通列車の見直し

ＪＲが定期的に行っている乗降人員調査において乗車人員が極端に少ない駅（過去5年間平均で10名/日以下）であり、
定期券の発売枚数が極端に少ない駅から選定

通行量が50台/日に満たない、隣接踏切（車であれば線路キロで5ｋｍ以内）等による迂回が可能な踏切を廃止

①線区のご利用の大部分を占める通学生の利便性を確保した列車の運転体系
②線路等の保守メンテナンスを適切に行える体制
上記①②を考慮したうえで、使用頻度の低い行き違い設備を撤去

極端にご利用の少ない列車について見直し
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経費節減策②

経費節減策 数量 最大効果 金額

①ご利用の少ない無人駅の廃止 ２箇所 ２００万円 ４００万円

②通行量が少なく、隣接踏切への迂回が可能な踏切の廃止 ９箇所 １００万円 ９００万円

③行き違い設備の撤去による設備のスリム化

④ご利用の少ない普通列車の見直し

経費節減策合計 １，３００万円

滝川・富良野間

富良野・新得間

経費節減策 数量 最大効果 金額

①ご利用の少ない無人駅の廃止 ４箇所 ２００万円 ８００万円

②通行量が少なく、隣接踏切への迂回が可能な踏切の廃止 ３箇所 １００万円 ３００万円

③行き違い設備の撤去による設備のスリム化

④ご利用の少ない普通列車の見直し

経費節減策合計 １，１００万円

列車の運行体系に応じて数量や金額
が変わるため、さらなる検討が必要。

列車の運行体系に応じて数量や金額
が変わるため、さらなる検討が必要。
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経費節減策③（無人駅（行き違い設備を含む）の年間維持管理費）

東
滝
川

赤
平

茂
尻

平
岸

芦
別

上
芦
別

野
花
南

布
部

山
部

下
金
山

金
山

東
鹿
越

幾
寅

落
合

除雪関連費 5.3 7,1 5.3 5.1 7.4 3.3 3.4 2.3 3.1 2.9 3.5 2.4 1.7 1.8

（うち、駅舎等
除雪費）

（4.4） （4.3） （4.4） （4.4） （4.4） （2.6） （2.6） （1.8） （2.6） （2.2） （2.2） （1.7） （1.7） （1.8）

除草費 0.2 0.7 0.2 0.2 0.7 0.3 0.2 0.0 0.3 0.2 0.2 0.3 0.0 0.3

駅舎・乗降場
修繕費

0.5 2.2 2.3 1.9 1.1 3.2 0.2 1.2 0.6 0.1 1.5 0.2 1.1 1.0

検査費（駅設
備・ホーム・電
気設備）

1.3 2.1 1.0 1.0 1.7 1.1 1.2 1.0 1.0 0.2 1.1 1.4 0.2 1.6

電気料金 3.1 4.3 1.6 1.1 4.2 1.2 1.1 0.6 1.7 0.2 2.1 2.4 0.3 3.4

水道・燃料費・
諸費

0.7 0.0 0.7 0.7 0.2 0.8 0.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.5 0.0

巡回等の経費 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.2 0.2 0.1 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1 0.2

合計 11.2 16.4 11.1 9.9 15.3 9.9 6.9 5.2 7.0 3.7 8.6 6.9 3.9 8.2

単位：百万円

・無人駅の年間維持管理費は、駅の維持管理に必要と考えられる項目について、一定の考え方で算出した参考値です。
・駅舎・乗降場修繕は過去5年間の工事費実績の年平均により算出
・巡回等の経費は１人あたりの基準日額×必要日数により算出
・幾寅駅と落合駅の除雪関連費は、列車運休により駅構内の除雪費用は含まれていない。
・合計額は、小数点第２位以下を四捨五入。四捨五入により合計値が合わないことがある。



35

経費節減策に関する各市町村の意見等

①駅の廃止により経費節減策

 駅の廃止は、地域住民との協議による合意形成
が必要であると考える（芦別市）

 無人駅を廃止しても効果は少ない。利用が少な
い時間帯は列車を通過させても良いのではない
か（南富良野町）

 今後、公共交通の役割は重要となり、駅は廃止
してもホームは残し、沿線利用者の交通手段を
確保すべき（新得町）

 高校生が利用する無人駅の廃止は、実質路線
廃止を意味する（占冠村）

②踏切の廃止による経費節減策

 隣接踏切の有無と迂回可能な踏切の調査結果
を待って協議することとしたい（滝川市）

 住民生活への影響が懸念されることから、慎重
に検討する必要がある。（芦別市）

 第一種踏切から第三種踏切への変更が可能な
踏切があるか示されたい（富良野市）

 冬期間通行止め区間は沿線農業者との事前協
議による踏切の廃止は可能である（新得町）

 迂回路が確保できるのであればやむを得ない
（占冠村）

④列車の削減による経費節減策

 利用者からすれば朝夕の通学時間帯を除けば
１時間に１本、最低でも２時間に１本程度の運行
は必須である（滝川市）

 これ以上の減便は住民生活に大きな影響を与
える（芦別市）

 最低１日６往復の運行の確保を（新得町）

 通学に必要となる便を残し、昼間の時間帯の減
便はやむを得ない（占冠村）

③行き違い設備撤去による経費節減策

 列車本数の減少や運行トラブル時の復旧遅滞
などの影響により、更なる利用減が懸念される
（芦別市）

 ある程度の列車を維持するため、一定程度の撤
去がやむを得ないと考える（新得町）

 通学生の利便性を確保した列車の運行体系の
考え方を維持していただいたうえで、設備のスリ
ム化はやむを得ない（占冠村）



36

利用促進策①

利用促進策 仮定 金額

①通勤での利用
滝川～赤平～芦別～富良野の就業者通勤流動の約１割（現在の利用の約10倍）がＪ
Ｒを利用した場合

３，０００万円

②出張での利用
赤平市、芦別市、富良野市における就業者５０人が２回/月、札幌までの出張時に往
復でＪＲを利用した場合

４００万円

③通院での利用
東滝川・茂尻・平岸・上芦別・野花南から、各市内の病院への通院で１０人/日が往復
でＪＲを利用した場合

５００万円

④買物での利用
赤平市・芦別市・富良野市からそれぞれ２０人/日が、札幌での買物時（土休日）に往
復でＪＲを利用した場合

９００万円

利用促進策計 ４，８００万円

滝川・富良野間

富良野・新得間

利用促進策 仮定 金額

①通勤での利用
富良野～南富良野（幾寅）の就業者通勤流動の約１割（現在の利用の約10倍）がＪＲ
を利用した場合

６００万円

②出張での利用
南富良野町（幾寅）における就業者１０人が２回/月、札幌までの出張時に往復でＪＲを
利用した場合

４０万円

③通院での利用
富良野～落合間の各駅から、富良野市の病院への通院で２人/日が往復でＪＲを利用
した場合

４００万円

④買物での利用
南富良野町（幾寅）から４人/日が、札幌での買物時（土休日）に往復でＪＲを利用した
場合

８０万円

利用促進策計 １，１２０万円

大量・高速という鉄道の強みを発揮し、輸送密度を向上させるためには、沿線住民の日常的な利用を大幅
に増加することが不可欠であり、仮に考えられる利用促進策とその効果額について以下に示します。
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利用促進策に関する各市町村の意見等

①通勤・出張・通院・買物での利用促進

 ＪＲ北海道は、低率でも構わないので割引制度
の導入を検討できないか（滝川市）

 就業場所が駅から遠いことから、利用促進に結
びつかないことが考えられる（赤平市）

 大型店が駅から離れており、買物による公共交
通機関の利用には難しい現状がある（赤平市）

 便数の確保による利便性の向上が必要と考え
る（芦別市）

 市民の日常的な利用に向けて、地域懇談会に
おいて市民の声を直接聞く予定である。市職員
のＪＲ利用による旅費を増額要求（富良野市）

 列車の本数が少なく、勤務時間とあわないケー
スが多く難しい（南富良野町）

 買物は、家族で出かけるケースが多いので、家
族割などの割引切符等の対応が必要である（南
富良野町）

 通勤・通学にあわせたダイヤ改正が必要（新得
町）

 マチの交通体系を各市町村も考えるなど、駅に
人が来られるような仕組みづくり、魅力づくりが
必要。マイレージなどＪＲ利用を誘導する（占冠
村）

②駅を中心としたまちづくり

 本年、滝川の玄関口である駅前広場の一部供
用開始と、ＪＲ滝川駅のリニューアルに伴い「滝
川市観光情報コーナー」を新装し、旅行者や市
民の皆様におもてなしと親しみやすい空間を演
出している。（滝川市）

 「駅は街の顔」として、駅前土地区画整理事業、
駅前再開発事業、駅東側富良野協会病院移転
を進めてきた（富良野市）

 街なかが賑わい駅周辺に人が集う駅前再整備
を検討中（新得町）

③企画列車・観光列車による利用促進

 根室本線～富良野線～函館本線周遊ルートパ
スを創設しては（滝川市）

 継続的に集客が見込める企画列車は難しいも
のがあるが、観光列車として炭鉱遺産を活用で
きないか（赤平市）

 単発のものでは効果がほとんどなく、ﾗﾍﾞﾝﾀﾞｰｴｸ
ｽﾌﾟﾚｽやﾉﾛｯｺ号のような長期間のものや週末運
行できるようなものであれば効果は期待できる。
（南富良野町）
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意識醸成策の取り組み①

（１）鉄路のあり方を考える講演会の開催

平成28年11月14日【鉄道フォーラムin富良野】
テーマ：「根室本線の未来を創造する

～できることからはじめませんか～」

■パネリスト

・鳥塚 亮 氏 いすみ鉄道株式会社 代表取締役

・永山 茂 氏 北海道鉄道観光資源研究会 代表

・中嶋 茂夫 氏 鉄道ジャーナリスト

・能登 芳昭 富良野市長

■コーディネーター

・林 克弘 氏 北の観光まちづくりリーダー

平成29年8月21日【富良野市まちづくり講演会】

演題：「地域の鉄道のあり方を考える」

講師：藻谷 浩介 氏

㈱日本総合研究所主席研究員
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意識醸成策の取り組み②

（２）富良野駅周辺の花苗ポットの設置 （３）婦人会による幾寅駅の清掃奉仕
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意識醸成策の取り組み③

（４）住民の主体的な利用推進

山部友の会（山部駅：H29.4.14)

例年、桜の花見旅行をしてい

る山部友の会では、今年4月の新

潟県上越市の旅行に、ＪＲを利

用することを決め、参加者15人

が山部駅に集まりました。

富良野青年会議所（上富良野駅：H29.6.18)

青年経済人などで組織する富

良野青年会議所では、家族交流

会」を開催し、富良野駅から上

富良野駅までノロッコ号に乗車

しました。
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意識醸成策の取り組み④

（５）自治体職員によるＪＲ利用 （６）列車時刻にあわせた会議時間の設定
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意識醸成策の取り組み⑤

（７）滝川市長による根室線講話 （８）新得町議会による根室線視察

新得駅前

東鹿越駅
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意識醸成策の取り組み⑥

（９）広報紙「鉄路企画」のパネル展示 （10）臨時貨物列車の愛称公募

広報ふらの８月号の特集企画

「鉄路編」１１ページ分をＡ２サイズ

に拡大し、富良野市内の公共施設

や金融機関等の民間施設１６ヶ所

において８月２１日から１２月１０日

までパネル展示を実施。

農作物を輸送する貨物列車をこ

ども達に親しんでもらうため、富良野

市内の小学生を対象に愛称を募集

し、２８８件の応募のなかから「ふら

のベジタ号」が選ばれ、９月３日の

「ふらのワイン・ぶどう祭り」で発表。
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意識醸成策の取り組み⑦

（11）意識醸成に向けた住民懇談会 （12）その他の取り組み（予定を含む）

市町村長自ら地域に出向く住民懇談会

滝川市 ～ ５会場

赤平市 ～ １４会場

芦別市 ～ ９会場

富良野市 ～ １５会場

南富良野町 ～ ５会場

新得町 ～ ４会場

占冠村 ～ ６会場

 滝川駅前広場のグライダー

の設置

 赤平駅に併設している「交

流センターみらい」への集

客の取り組み

 赤平駅前広場での納涼盆踊

り、茂尻駅前広場での商工

産業まつりの開催

 芦別駅前の再整備事業

 新得町によるモニター制度

の設置

 新得駅舎を利用したフォト

コンテストの開催
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根室本線対策協議会として平成30年度に向けた事業計画（案）

項目 事業内容 事業費

ホームページ等による
情報発信

企画列車（炭鉱遺産）
の運行

スタンプラリーの
実施

検 討 中
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中間報告のまとめ①

１．役割・必要性 根室線は「地域生活」「広域観光」「広域物流」を支える路線である。

２．維持に向けた
現状・課題

①収支及び今後の土木構造物の大規模修繕等
• 滝川～富良野間：損益▲11.8億円、大規模修繕等25億円

昭和62年と比べ輸送密度が約3分の2
• 富良野～新得間：損益▲9.8億円、大規模修繕等26億円

昭和62年と比べ輸送密度が約4分の1
②地域生活を支える路線
• 定期券のうち通学が9割を占め、滝川－赤平・芦別間の利用が
多い。

③広域周遊ルートを形成する路線

• 札幌から広域観光周遊ルートの広域観光拠点地区である富良
野を結ぶルート、夏季に臨時特急が運行。

• インバウンド500万人の目標に向け、札幌方面及び旭川・美瑛
方面からの観光客の円滑な移動に欠かせない路線。

④広域物流ルートを形成する路線
• 季節輸送（8月～4月）の臨時便の運行。

• 季節変動、片荷輸送などの課題はあるが、安定した農産品の
輸送体系を維持していくため必要な路線。
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中間報告のまとめ②

３．調査検討結果 ① 経費節減策では、駅の廃止、踏切の廃止、行き違い設
備の撤去、列車の見直しが考えられ、その効果額は最
大で見積もった場合でも、滝川・富良野間で１，３００万
円、富良野・新得間で１，１００万円である。

② 利用促進策では、通学・通勤・通院・出張・買物などの
日常的な利用が必要不可欠であり、その効果額は最
大で見積もった場合でも、滝川・富良野間で４，８００万
円、富良野・新得間で１，１２０万円である。

③ 経費節減を進めれば利用者は減少し、利用促進を進
めれば経費は増額し、経費節減と利用促進は反比例
の関係にある。

④ よって、経費節減策、利用促進策、意識醸成策を最大
限に行ったとしても、滝川・富良野間の営業損失１１億
８３百万円、富良野・新得間の営業損失９億７９百万円
を抜本的に改善できる状況にはない。
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今後に向けた各機関の考え①

Ｊ Ｒ 北 海 道
根室本線対策協議会事務レベル検討会議につきましては、これまで、「経費節減策」「利用促進策」「住民意識醸成策」等につきまして意見
交換等をさせていただきまして、誠にありがとうございます。
協議会の対象としている線区のうち、滝川・富良野間に関しましては、昨年７月および11月に発表させていただきました当社単独では維持
することが困難な線区のうち「輸送密度が200人以上2,000人未満」の線区に該当し、鉄道を維持する仕組みについて、地域の皆様と下記の
項目を軸にご相談をさせていただきたいと、ご提起させていただきました。
ア 設備の見直しやスリム化、ご利用の少ない駅の廃止や列車の見直しによる経費節減
イ 運賃値上げ（全道又は線区毎）によりお客様に応分の負担をしていただく方法
ウ 沿線の皆様に日常的に鉄道をご利用いただく利用促進策
エ 運行会社と鉄道施設等を保有する会社とに分ける上下分離方式

また、民間企業の事業として担えるレベルを超えた鉄道輸送サービスを持続的に維持していくためのコストを「誰がどのように負担すべき
か」について、地域の皆様を始め国や関係機関を含めご相談をさせていただきたいと、ご提起させていただきました。
中間報告後の対応に関する考えについてですが、当社と致しましては、現段階においては、これらのア、イ、ウ、エの項目を着実に進める

ことが必要と考えております。このうち、「上下分離方式」については、既存の国の支援制度を活用するために、「公有民営の上下分離方式」
へ移行することが、最も現実的な方法と考えております。

「公有民営の上下分離方式」を導入するためには、①地元自治体による主導のもと、地域公共交通活性化再生法に基づく協議会を立ち上
げた上で、②５カ年程度の「地域公共交通網形成計画」や「鉄道事業再構築実施計画」を策定し、③国による審査を受け、国土交通大臣に
認定していただく、などの条件はありますが、これらを満たすことにより、国土交通大臣の認定のもと補助を受けることができることに加え、鉄
道事業の許可基準のうち事業採算性に係る部分が適用されないなどの特例措置を受けることが可能というメリットがあります。
「公有民営の上下分離方式」へ移行したとしても、下会社の負担を全て自治体に求めるものではありません。鉄道を国、自治体、当社の３

者で支えるために、当社としても応分の負担をする前提で、鉄道輸送サービスを持続的に維持していくためのコストを「誰がどのように負担
すべきか」について、ご相談をさせていただきたいと考えております。
また、それぞれの負担を少しでも軽減するため、引き続き、経費節減、利用促進等のご相談をさせていただきたいと考えております。

組織につきましては、これまで同様、沿線自治体の皆様と当社に加え、北海道運輸局様、北海道庁様にも参画いただき、首長様にご参集
いただく会議と事務レベル会議とを必要に応じて、実施していただきたく考えております。
また、富良野・新得間に関しましては、「輸送密度が200人未満の線区」に該当します。

当該区間は鉄道よりも他の交通手段の方が適しており、当社としてはバス等への転換について地域の皆様とご相談をさせていただき、より
利便性・効率性の向上を実現したいと考えております。

富良野・新得間の地域における持続可能な交通体系のご相談をさせていただくため、組織につきましては、滝川・富良野間とは別の組織と
していただきたく考えておりますが、メンバーにつきましては、滝川・富良野間と同様、沿線自治体の皆様と弊社に加え、北海道運輸局様、北
海道庁様にも参画いただき、首長様にご参集いただく会議と事務レベル会議とを必要に応じて、実施していただきたく考えております。



49

今後に向けた各機関の考え②

北 海 道

 ＪＲ北海道の経営再生と鉄道網の持続的な維持に向けては、ＪＲの徹底した自助努力を前提に、国の抜
本的な支援とともに、地域の実情に応じた実効性のある方策が、一体的に講じられることが重要である。

 根室線（滝川～新得間）においては、これまで、ＪＲ北海道、道、地域の利用実態調査などのデータに基づ
き、経費節減、地域住民の日常的な利用促進などの取組による効果について検討してきたが、今後は、
地域住民等による鉄道の利用や移動状況の実態について把握をした上で、観光・物流といった広域的な
観点からも線区の特性や役割・必要性について、更に検討し（必要に応じ他線区との連携）、地域の将来
を見据えた最適な公共交通ネットワークのあり方について、議論を深めていく必要がある。

 同時に、鉄道の持続的な維持に向けて、経費節減や利用促進に向けた取組についてさらに検討を深めた
上で、どのような方策が考えられるか、実効ある方策について検討していく必要がある。

 また、今後の具体的な議論に当たっては、経費節減策や利用促進策による効果額の検討や線区比較に
よる当該線区の鉄道事業運営面の特性が把握できるように、輸送密度の考え方、全体の収支状況の詳
細、各線区の収入や費用の内訳及び積算・按分方法、今後20年間の土木構造物等の大規模修繕や更新
費用などの考え方などについてＪＲから情報提供を受ける必要がある。

 なお、国の動向や道の交通政策に関する新たな指針の策定状況なども踏まえ、「事務レベル検討会議」で
の検討に加え、必要に応じ「協議会」での対応を協議する。



50

今後に向けた各機関の考え③

国 （北 海 道 運 輸 局）

 経費節減策、利用促進策による効果について試算し、これらの策だけで鉄道路線の維持が可能であるか
検証する必要がある。試算の結果を踏まえつつ、具体的な鉄道維持の方策について議論をすることも必
要である。

 鉄道の利用促進だけではなく、地域住民の移動ニーズや観光客の有無等を考慮の上、バスやタクシー等
も含めた地域が真に必要とする総合交通体系のあり方について考えていく必要がある。

 事務レベルの会議で検討を行っているが、地域の総意が必要なため、首長レベルの正式な協議も必要で
ある。

沿線市町村（滝川市、赤平市、芦別市、富良野市、南富良野町、新得町、占冠村）

 根室線の役割・必要性については、本路線が地域住民の通学など日常生活を支えているとともに、観光
や物流など農業と観光を基幹産業とする本地域にとって必要不可欠な社会インフラであると沿線市町村
では位置づけている。

 そのため、まずは北海道が、空知地域や道北と道東をつなぐ交通ネットワークとして、本路線がどうあるべ
きかを示し、将来の道内全体の交通体系のあり方について明確にする必要がある。

 国に対しては、そもそもＪＲ北海道の問題が、経営安定基金の運用益で営業損失を補えなかったことが問
題であることから、ＪＲ北海道に対する抜本的な支援策の検討が必要と考える。

 さらに、国や北海道に対して、昨年の災害により不通となっている東鹿越～新得間の復旧の必要性につ
いて問いたい。

 今後の費用負担の比較検討や交通体系を含めた協議については、まずは、線区ごとではなく道内全体の
問題として、北海道がイニシアティブをとって進める必要がある。

 沿線市町村は、地域住民の意向を十分に把握し、今後の方向性について判断していく必要がある。
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根室本線対策協議会としての中間報告後の対応（案）

論点１⇒

論点２⇒

論点３⇒

① 滝川・富良野間と富良野・新得間の別組織を設置する。

② 滝川・富良野間は上下分離方式、富良野・新得間はバス転換に向けて
協議する。

③ 構成メンバーは、国、道、市町村、ＪＲ北海道とし、必要に応じて首長・
経営者レベル、または事務・担当者レベルとする。

① 根室線（滝川・新得間）の役割・必要性、バスやタクシー等を含めた地
域にとって真に必要とする総合交通体系のあり方について協議する。

② 構成メンバーは、国、道、市町村、ＪＲ北海道とし、必要に応じて首長・
経営者レベル、または事務・担当者レベルとする。

① まずは、北海道が本協議会の中間報告を参考に、道内全体の交通体
系のあり方について示し、そのことを踏まえて、上下分離方式など費用
負担を含めた協議は、線区ごとではなく、道内全体の問題として北海
道が主体となって取り組む必要がある。

② それらの方向性が明らかになった段階で、経費節減や費用負担など個
別・具体の協議を線区ごとに行う必要がある。

③ なお、市町村はそれぞれ鉄路に関する住民の意向を踏まえて、今後の
方向づけを判断していく必要がある。



参考資料
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国土交通省北海道運輸局からの提供資料
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地域公共交通活性化再生法の概要

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が作成）

法律の特例措置等により計画の実現を後押し

地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針 （国土交通大臣・総務大臣が策定）

地域公共交通特定事業
（地域公共交通網形成計画に事業実施を記載）

軌道運送高度化事業
（LRTの整備）

軌道運送高度化実施計画

道路運送高度化事業
（BRTの整備）

道路運送高度化実施計画

海上運送高度化事業
（海上運送サービス改善）

海上運送高度化実施計画

鉄道事業再構築事業
（鉄道の上下分離等）

鉄道事業再構築実施計画

鉄道再生事業
（廃止届出がなされた鉄道の維持）

鉄道再生実施計画

国土交通大臣が認定

地域公共交通再編事業
（公共交通ネットワークの再構築）

地域公共交通再編実施計画

国土交通大臣に届出

■ 地域公共交通の活性化及び再生の意義・目標

■ 地域公共交通網形成計画の作成に関する基本的な事項

■ 地域公共交通の活性化及び再生に関する事業の評価に関する基本的な事項 等

■ 持続可能な地域公共交通網の形成に資する地域公共交通の活性化及び再生の推進に関する基本的な方針

■ 区域・目標・計画期間

■ 実施事業・実施主体

■ 計画の達成状況の評価 等

協議会を開催し作成
（地方公共団体・交通事業者・
道路管理者・利用者・学識者等
から構成）

（事業者） （事業者）（事業者） （地方公共団体）（地方公共団体・事業者） （地方公共団体・事業者）

（事業者） （事業者）（事業者） （事業者）（事業者） （事業者）
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上下分離の例

既存事業者

（賃貸）

新設事業者

運 行

鉄道施設保有

土地保有

既存事業者

重要な資産の譲渡の例

自治体

（無償貸与）

運 行

鉄道施設保有

土地保有

既存事業者

公有民営の例

（無償貸与）

自治体

土地保有

運 行

鉄道施設保有

鉄道事業再構築事業

○ 継続が困難又は困難となるおそれのある旅客鉄道事業を対象

○ 地方公共団体等と鉄道事業者が共同で鉄道事業再構築事業の計画

を作成し、実施

経営の改善

地方公共団体等の支援

事業構造の変更

例： 上下分離

＋

内容 目的

当該路線における
輸送の維持

国
土
交
通
大
臣
に
よ
る
計
画
の
認
定

特例措置
１．鉄道事業法の許可等を受けなければならないもの
等について、計画の認定により一括で許可等を受け
たものとみなす等の特例

２．現行の鉄道事業法では実施できない「公有民営」
方式の上下分離（※）について、同法における事業
許可基準のうち事業採算性に係るものを適用しない
ことにより、その実施を可能とする特例

（※）地方公共団体が鉄道線路を保有し、これを運行事業
者に無償で使用させるもの。
この場合、計画認定の審査に際して、経営上の適切性
の審査を要しない。

新設事業者

（事業譲渡）

既存事業者

鉄道施設保有

運 行

運 行

鉄道施設保有

土地保有

事業譲渡の例

土地保有

事
業
構
造
の
変
更

パ
タ
ー
ン

鉄道設備整備に対する『鉄道軌道安全輸送設備等
整備事業』の予算（補助率かさ上げ等）、税制特例を
含む総合的なパッケージにより重点的に支援。

支援措置

新設事業者

運 行

既存事業者

鉄道施設保有

土地保有

（賃貸）

北近畿タンゴ鉄
道のケース

福井鉄道、三陸鉄道、
山形鉄道のケース

新設事業者

運 行

自治体

土地（借入）

鉄道施設保有

（無償貸与）

内部・八王子線
のケース

若
桜
鉄
道
、
信
楽
高
原
鐵
道
、

伊
賀
鉄
道
の
ケ
ー
ス

鉄道事業再構築事業の概要

鉄道施設
（一部）保有

※三陸鉄道
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再構築事業実施スキーム
（計画期間：１０年間 平成２１年度～３０年度）

鳥取県

鉄道用地・
鉄道施設の
無償貸付

若桜鉄道㈱

運 行

車両保有

維持管理

若桜町、八頭町（沿線２町）

土地保有

施設の維持修繕、設備
投資に係る業務の委託
※委託費：約４６百万円／年

設備投資費用の補助
※約１億円（１０年間）

国協議会

鉄道用地・
鉄道施設の
無償譲渡

■利用促進策による増収と鉄道施設の維持
管理負担の軽減により、計画期間中を通じて
概ね収支均衡を達成するともに、安全・安定
した運行を維持。

効 果

具体的施策と効果

■安全で快適な輸送サービスの確保
◇鉄道施設の維持修繕の着実な実施

〔１０年間：４２０百万円〕
◇鉄道施設の老朽更新等の着実な実施

〔１０年間：３１０百万円〕

■地域が一体となって展開する利用促進
による増収
◇自治体職員による利用促進
・若桜町、八頭町職員の鉄道通勤へのシフト、公務利用 等

◇沿線住民による利用促進
・自治会等による計画的な回数券購入 等

■観光資源を活用した需要喚起による増収

◇各種イベントの企画・開催
・ＳＬ等車両運転体験 等

◇観光観点商品の企画・販売
・団体ツアー誘致、関連グッズ販売 等

■その他
◇地域と連携した利用促進による増収
◇マイレール意識の醸成
◇各種経費抑制施策の維持

両町に対する
財政支援

※２５百万円（２１年度分）

地域の連携

インフラ保有

具体的な施策

《第一種鉄道事業者
→第二種鉄道事業者》

《２町それぞれが第三種鉄道事業者》

若桜鉄道の鉄道事業再構築事業の概要
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鉄道事業再構築事業実施スキーム
（計画期間：平成２５年４月～３５年３月）

滋賀県

鉄道用地・
鉄道施設・
車両の

無償貸付

鉄道施設の
維持管理業務の委託等

設備投資費用の補助
（費用の１／３補助）

国

鉄道用地・
鉄道施設・
車両の
無償譲渡

■利用促進策による増収と鉄道施設及び車両
の維持管理負担の軽減により、計画期間中を
通じて収支均衡を図るとともに、安全・安定した
運行を維持。

効 果

具体的施策と効果

■安全で快適な輸送サービスの確保
◇鉄道施設の維持修繕の着実な実施

［１０年間：２２３百万円］
◇鉄道施設の老朽更新等の着実な実施

［１０年間：８２０百万円］

■地域が一体となって展開する利用促進
による増収
◇甲賀市職員による利用促進
・職員の鉄道通勤へのシフト、エコ通勤の推進

◇地域と連携した利用促進
・地域のお買物券やフリー切符の販売 等

■観光資源を活用した需要喚起による増収

◇各種イベントの企画・開催
・トロッコ風列車の運行 等

◇観光関連商品の企画・販売
・陶製干支切符、抽選券付き回数券の販売、
観光協会加盟店の割引 等

■その他
◇鉄道業務体験プログラムの実施
◇サポーターズクラブの設立

甲賀市に対する
財政支援

（維持管理・設備投資費用）

具体的な施策

鉄道施設の維持管理
及び車両の維持費用の負担

甲賀市

鉄道用地保有

鉄道施設及び車両保有

《第三種鉄道事業者》

信楽高原鐵道㈱

運 行

《第二種鉄道事業
者》

鉄道施設の維持管理業務の受託
及び車両の維持管理業務

信楽高原鐵道の鉄道事業再構築事業の概要
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鉄道事業再構築事業実施スキーム
（計画期間：平成２９年４月～３９年３月）

鉄道用地・
鉄道施設・
車両の

無償貸付

鉄道施設・車両の
維持管理費用の負担

国
■輸送人員：1,568千人/年（H38年度見込）
（計画未実施の場合：1,344千人/年）

■収支の均衡

効 果

具体的施策と効果

■安全で快適な輸送サービスの確保
◇鉄道施設の維持修繕の着実な実施

［１０年間：１５億円］
◇鉄道施設の老朽更新等の着実な実施

［１０年間：８億円］
■一体となった収支構造の構築
◇伊賀鉄道に利益が発生すれば、伊賀市の基
金へ拠出。伊賀鉄道に損失が発生すれば、
伊賀市が基金等を活用し補填

■沿線地域と連携した利用促進等の実施

◇忍者列車ツアーによる訪日外国人観光客の

誘致

◇駅名のネーミングライツ、車体ラッピング広告

◇枕木オーナー制度の導入 等

■伊賀市による利用促進・増収策の推進
◇市職員を対象としたエコ通勤の推進
◇既存バス路線の運行改善、P＆R用の駐車
場整備等

具体的な施策

伊賀市
《第三種鉄道事業者》

伊賀鉄道㈱

運 行

《第二種鉄道事業
者》

鉄道用地借入

鉄道施設及び車両保有 設備投資費用
の補助

鉄道施設・車両の
維持管理業務

鉄道施設・車両の
維持管理費用の負担

三重県

伊賀線の鉄道事業再構築事業の概要
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鉄道事業再構築事業実施スキーム
（計画期間：平成２７年４月～３７年３月）

三重県

鉄道用地・
鉄道施設・
車両の

無償貸付

鉄道施設及び車両の
維持管理費用の負担

設備投資・修繕費用
の補助
（費用の１／３補助）

国

■計画期間中を通じて第二種鉄道事業者と第三種鉄
道事業者が一体となった収支構造を構築し、利用
促進策による増収施策と鉄道施設及び車両の計
画的な整備を行うことにより、安全・安定した運行を
維持。

効 果

具体的施策と効果

■安全で快適な輸送サービスの確保
◇鉄道施設の維持修繕の着実な実施

［１０年間：３９４百万円］
◇鉄道施設の老朽更新等の着実な実施

［１０年間：２，０７２百万円］
■一体となった収支構造の構築
◇四日市あすなろう鉄道に利益が発生すれば、四日
市市の基金へ拠出
◇四日市あすなろう鉄道に損失が発生すれば、四日
市市が基金等を活用し補填

■四日市市による利用促進・増収策の推進
◇駅前広場の整備による利用促進
・西日野駅、内部駅における駅前広場の整備による利便性向上

◇地域と連携した利用促進
・イベント列車の運行、遠足や社会見学における利用促進 等

■沿線地域と連携した利用促進・増収策の実施

・駅を発着とするハイキング等による観光客の誘致

・枕木オーナー制度の導入

・駅名のネーミングライツの実施

・関連グッズの企画・販売

■その他
◇高校生等による駅の美化活動の実施
◇鉄道の乗り方講習の実施（将来の利用者発掘）

四日市市に対する
財政支援

（設備投資・修繕費用
の１／６補助）

具体的な施策

鉄道施設及び車両の
維持管理費用の負担

四日市市

《第三種鉄道事業者》

四日市あすなろう鉄道㈱

運 行

《第二種鉄道事業
者》

鉄道施設及び車両の
維持管理業務

鉄道用地借入

鉄道施設及び車両保有

内部線及び八王子線の鉄道事業再構築事業の概要
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鉄道事業再構築事業実施スキーム
（計画期間：平成２７年４月～３７年３月）

■利用促進策による増収及び鉄道施設・車両
等に係るコストからの解放により、計画期間中
を通じて概ねの収支均衡を図るとともに安全・
安定した運行を維持。

効 果

具体的施策と効果

鉄道用地、
鉄道施設・
車両貸付

北近畿タンゴ鉄道
〈第三種鉄道事業者〉

WILLER TRAINS
〈第二種鉄道事業者〉

運 行

鉄道用地保有

鉄道施設・車両の
維持・修繕業務の委託

鉄道施設・車両の
維持・修繕業務の受託

鉄道施設・車両保有

鉄道用地、
鉄道施設・
車両使用料

１４２百万円/年

施設整備費用等の
補助
補助率：1/3又は1/2*

（＊財政状況の厳しい
地方公共団体が支
援する場合について
は、その費用相当分
の1/2を補助）

財政支援
・鉄道施設及び車
両の維持・修繕、
施設整備等に
係る必要額を支援

自治体
京都府、兵庫県、
福知山市、舞鶴
市、宮津市、京丹
後市、伊根町、与
謝野町、豊岡市

国

鉄道施設・
車両の維
持・修繕業
務の委託

■安全な輸送サービスの確保
◇鉄道施設等の計画的な整備・更新
［維持・修繕10年間：5,427百万円］
［施設整備 10年間：4,486百万円］

◇安全管理の科学化
◇安全に関する外部専門家からの意見聴取

■集客・増客対策の実施

◇自治体・学校・職場等へのモビリティ・マネ
ジメントの実施

◇地域の魅力等の情報発信
(観光サイト、切符販売サイト、WILLER会員向け

ＷＥＢマガジンの活用 等)

◇着地型観光プロジェクトの実施
(WILLERグループの旅行商品企画力・高速バス

輸送ノウハウ、鉄道、観光資源を活用したツアー企画)

■沿線自治体等による取組

◇観光圏整備事業の推進(海の京都)による
沿線観光地の魅力向上

◇駅待合施設、トイレ、バリアフリー設備等の
整備

具体的な施策

宮福線及び宮津線の鉄道事業再構築事業の概要
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再構築事業実施スキーム
（計画期間：１０年間 平成２１年３月～３０年３月）

福井県

鉄道用地の
無償貸付

福井鉄道

（一種鉄道事業者）

運 行

車両保有

インフラ保有

維持管理

福井市、鯖江市、越前市

（沿線３市）

土地保有

維持修繕費用及び
関連経費を補助
(１０年間：１２億円)

設備投資費用を補助
(１０年間：３１億円)
※県：２１億円、国：１０億円

国協議会

鉄道用地を
有償譲渡

■輸送人員は利用促進策により、年間
２００万人台に増加。（１９年度：１６１万人）

■鉄道事業収支は、増収・経費減により

収支の均衡が図られ、将来にわたり
安全・安定した運行を継続。

平成２９年度（計画最終年度）

具体的施策と効果

■安全対策の強化
◇設備投資の充実〔１０年間：３１億円〕
◇維持修繕の充実〔１０年間：１２億円〕

■営業の強化とソフト面での利便性向上
◇運賃全般の見直し
・企画乗車券の充実、高齢者割引制度の導入、
運賃体系の見直し

◇地域との連携
・沿線サポート団体等との連携強化、地域イベントとの
連携強化、「カー･セーブデー」の推進、法人利用の促進

◇利便性向上
・終電の繰り下げ、急行運行の見直し

◇サービス向上
・接客サービスの向上、設備（駅・車両）改善

■ハード面での利便性向上
◇駅の新設〔４駅〕
◇ﾊﾟｰｸｱﾝﾄﾞﾗｲﾄﾞ駐車場の新増設 等
〔約２７０台：１０駅〕

鉄道用地取得費
の一部を補助

地域の連携

福井鉄道の鉄道事業再構築事業の概要
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再構築事業実施スキーム
（計画期間：５年間 平成２８年１２月～３３年３月）

山形鉄道

（一種鉄道事業者）

運 行

車両保有

インフラ保有

維持管理

長井市、南陽市、川西町、白鷹町

（沿線２市２町）

土地保有

国 ■輸送人員：519,600人（H32年度見込み）
（計画未実施の場合：502,200人）

■鉄道事業収支の均衡を図る
H32年度当期純利益：6,848千円

効 果

具体的施策と効果

■安全な輸送サービスの確保
◇老朽設備の更新投資等の計画的な実施

〔５年間：３億円〕

◇維持修繕の着実な充実 〔５年間：３億円〕

■経営体制の強化
◇企画・営業部門、情報発信力の強化
・地域資源を活用したツアー企画、新グッズ開発・ネット販売

◇経費の削減
・人員管理の適正化、運行車両数の適正化

◇沿線地域との連携による利用拡大
・ネーミングライツ列車、イベント列車、法人向け定期の発行

■沿線自治体等による支援
◇エコ通勤、ノーマイカーデーの実施
◇観光まちづくり施策との連携
◇沿線住民の利用拡大
・モビリティマネジメント、沿線企業の利用促進

◇ふるさと納税の活用

・ふるさと納税返礼品にフリー切符等を導入

山形鉄道の鉄道事業再構築事業の概要

山形県

鉄道施設・車両に係る
修繕・維持管理費用を補助
５年間：３億円 （H28年度～）

鉄道用地を
無償譲渡

鉄道用地の
無償貸付

地域

設備投資費用の補助
５年間：３億円（H28年度～）
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再構築事業実施スキーム
（計画期間：５年 平成２１年度～２５年度）

鉄道用地の
無償貸付

三陸鉄道㈱

運 行

車 両

維持管理

鉄道施設・車両に係る
修繕・維持管理費用を補助
４年間：６億円 （H22’～）

設備投資費を補助
５年間：１３億円

国協議会

鉄道用地の
無償譲渡

■鉄道施設等に係る維持管理負担の軽減と、
地域と連携した利用促進施策による収入確保
等により、計画期間中を通じて
収支の均衡と安全で安定した運行を維持。

効 果

具体的施策と効果

■安全で便利な輸送サービスの確保
◇老朽設備の更新投資の計画的な実施

〔５年間：１２億円〕
◇維持修繕の着実な実施

〔５年間：４億円〕
◇新駅設置及び駅設備の改善

〔１億円〕

■利用促進等による収入の確保
◇地域との連携
・マイレール回数券の斡旋販売、地域イベントの開催 等

◇観光事業の強化
・観光商品の開発、エージェントへの販売促進活動の強化 等

◇関連事業の展開
・関連グッズ等の販売強化、ネーミングライツの販売 等

■経費の抑制

◇人件費等の削減
・人員の適正管理、給与等の削減、委託業務の直轄化 等

◇運行形態の見直し
・運行ダイヤ等の見直しによる運行経費の削減 等

地域の連携

具体的な経営改善施策

《第一種鉄道事業
者》

鉄道施設

洋野町、山田町、
大槌町、陸前高田市

地域

沿線８市町村
久慈市、野田村、普代村、田野畑
村、
岩泉町、宮古市、釜石市、大船渡市

鉄道用地

トンネル・橋梁保有
（Ｈ１２～）

関係４市町

岩手県

〔5年間：4億円〕
※H21’～25’の「修繕費
(=工事費)」のみの総計

〔4年間：6億円〕
※H22’～25’の補助額

補助対象経費は、上記
｢修繕費」に加えて、修
繕に関わる社員の｢人件
費」、構造物保険料等の
「経費｣を含む。

三陸鉄道の鉄道事業再構築事業（当初）の概要
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再構築事業実施スキーム
計画期間：【当初（平成２１年１１月認定）】平成２１年度～２５年度（５年）

→【変更後】平成３０年度まで５年間延長

無償貸付

三陸鉄道㈱

運 行

車 両

維持管理

鉄道施設・車両に係る
修繕・維持管理費用を補助
５年間：６億円 （H26年度～）

国
■鉄道施設等に係る維持管理負担の軽減と、
地域と連携した利用促進施策による収入確保
等により、計画期間中を通じて
収支の均衡と安全で安定した運行を維持。

効 果 【継続】

具体的施策と効果

■安全で便利な輸送サービスの確保
◇老朽設備の更新投資の計画的な実施

〔５年間：７億円〕
◇維持修繕の着実な実施

〔５年間：６億円〕
■顧客の創造等による収入の確保
◇沿線住民の移動手段の確保・改善
・通学利用ニーズに対応したダイヤ設定、医療ラインの確保 等

◇観光利用の拡大
・学習観光商品（震災復興・ジオパーク等）や体験型観光商品
（アニメツーリズム等）の開発、エージェントへの販促活動 等

◇関連事業の展開
・地場産業や大手企業と協働した商品開発の強化、
物販強化や地域情報発信 等

■経費の抑制

◇人件費等の削減
・人員の適正管理、経費の縮減 等

◇運行形態の見直し
・運行ダイヤ等の見直しによる運行経費の削減 等

具体的な経営改善施策（平成26年度～）

《第一種鉄道事業
者》

鉄道施設
(注)26年度に災害復旧施設等

を自治体へ移管

洋野町、山田町、
大槌町、陸前高田市

地域

沿線８市町村
久慈市、野田村、普代村、田野畑
村、
岩泉町、宮古市、釜石市、大船渡市

鉄道用地

トンネル・橋梁保有
（Ｈ１２～）

関係４市町

岩手県

設備整備費用の補助
５年間：７億円 （H26年度～）

三陸鉄道の鉄道事業再構築事業（変更後）の概要
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鉄道再生事業について（根拠法：地域公共交通活性化・再生法改正法）

○ 廃止届出がされた鉄道事業について、市町村その他の者の支援により当該鉄道事業の維持を図るための事業。
○ 国土交通大臣に届け出ることにより、事業廃止期間の延長が可能となる。

地域公共交通網形成計画（地方公共団体が作成）

鉄道再生事業の実施を盛り込む場合には、詳細について実施計画を作成

国
土
交
通
大
臣
へ
の
届
出

特例措置

廃止予定日
の繰り下げ

鉄道再生実施計画

【状況】
・経営が極めて困難
・継続の意思なし
・時間的余裕なし
⇒届出後１年で廃止

関係者間での
協議が整う

鉄道事業者

廃止届出済

鉄道事業の維持を希望

市町村等

早急に鉄道事
業者と市町村
等が存続に向
けた議論を行
う場を確保す
る
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軌道改良 法面固定 ＡＴＳ

安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道事業者が行う安全性の向上に資する設備の更
新を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補助率 国 ： １／３等

３．補助対象設備 レール、マクラギ、落石等防止設備、

ＡＴＳ、列車無線設備、防風設備、

橋りょう、トンネル 等

地域鉄道の安全輸送の確保

鉄道施設総合安全対策事業費補助（鉄道軌道安全輸送設備等整備事業）（公共）
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車両の更新軌道改良 法面固定 ＡＴＳ

安全な鉄道輸送を確保するために地域鉄道事業者が行う安全性の向上に資する設備の更
新等を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補助率 国 ： １／３等

３．補助対象設備 レール、マクラギ、落石等防止設備、

ＡＴＳ、列車無線設備、防風設備、

橋りょう、トンネル、車両 等

地域鉄道の安全輸送の確保

地域公共交通確保維持改善事業費補助金(鉄道軌道安全輸送設備等整備事業)(非公共)
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訪日外国人旅行者等の移動に係る利便性の向上の促進を図るため、地域鉄道事業者が行う鉄軌
道車両設備の整備等を支援

１．補助対象事業者 鉄軌道事業者

２．補 助 率 国 ： １／３

３．補助対象設備 車両 （インバウンド対応のもの（※）に限る。）

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金(インバウンド対応型鉄軌道車両整備事業)

利便性の向上（インバウンド対応型鉄軌道車両設備の整備等）

車体の行先表示の多言語化車内案内表示の多言語化

（※）車内案内表示、車内案内放送、車体の行先表示の多言語化により、インバウンド対応を実施する車両（実施済みのものなども含む。）を指す。

車両の更新

（留意事項）

・本事業については、訪日外国人旅行者における移動の円滑化のため、車両内において次停車駅に関して多言語での情報提供を行うことが特に望ましい。
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地域鉄道の利便性の向上（コミュニティ・レール化）

潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方都市やその近郊の路線等について、地域公共交通活性化・再生
法に基づく地域公共交通網形成計画（※）の枠組みを活用して、地域鉄道の利用促進や地域の活性化を
図るべく、鉄道の利便性向上のための施設整備に対し支援

幹線鉄道等活性化事業費補助 （形成計画事業）

※地方公共団体等の関係者で構成する協議会の協議を経て策定

行き違い設備の新設新駅の整備

１．補助対象事業者 法定協議会、第三セクター等

２．補 助 率 国：１／３ 、 地方：１／３

３．補助対象設備 輸送ニーズに対応した駅・路線の再配置、
ダイヤ改正・増便等に必要な施設の整備 等
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車両の更新

鉄道の安全性向上設備に係る固定資産税の特例措置

■ 特例措置の対象 鉄道軌道安全輸送設備等整備事業等に係る補助の
交付を受けて取得した鉄道の安全性向上に資する
償却資産

■ 特例措置の内容 固定資産税の課税標準を５年間１／３に軽減
適用期限 ： 平成３１年３月３１日まで

地域鉄道に対する支援策（固定資産税の特例措置）

低床式車両に係る固定資産税の特例措置

■ 特例措置の対象 低床式車両（ＬＲＶ）

■ 特例措置の内容 固定資産税の課税標準を５年間１／３に軽減
適用期限：平成３１年３月３１日まで

低床式車両

■ 特例措置の対象 鉄道事業再構築事業を実施する事業者が鉄道軌道安全輸送設備等整備事業等に係る
補助の交付を受けて取得した償却資産・家屋

■ 特例措置の内容 固定資産税・都市計画税の課税標準を５年間１／４に軽減
適用期限：平成３０年３月３１日まで

鉄道事業再構築事業に係る固定資産税等の特例措置

（平成２９年度税制改正要望により、平成３１年３月３１日まで２年間延長）

（平成２９年度税制改正要望により、平成３１年３月３１日まで２年間延長）
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北海道からの提供資料
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〔参考〕北海道高速鉄道開発(株)の事例 提供：北海道

宗谷

○設立時期 平成６年１月20日
○目的 ・鉄道施設の改良及び貸付

・鉄道車両の貸付
○資本金 72億960万円

③車両購入及び貸付（概要・スキーム） ※宗谷線の事例

旭川

札幌

帯広

名寄

釧路

桑園

士別

南千歳

北海道医療大学

石狩当別

②宗谷線高速化事業
（旭川・名寄間）

（Ｈ12年3月高速化開業）

※事業費32億円（自治体約6億円）

①石勝線・根室線高速化事業
（南千歳・釧路間）

（Ｈ9年3月高速化開業）

※事業費112億円（自治体約21億円）

①会社の概要

＜自治体出資金内訳＞
・北海道 ６２，７２０万円（９８％）
・名寄市 ６６５万円（９１％）
・士別市 ６１５万円（９１％）

＜ＪＲ北海道使用料負担額＞
・８，６００万円／年（～Ｈ３６）

○株主 北海道（45.3%）、釧路市（1.9%）、
帯広市（1.1%）、名寄市（0.2%）、
士別市（0.2%）、当別町（1.4%）、
ＪＲ（50.0%）

○経営状況 売上高 768百万円
（H28） 経常利益 48百万円

当期純利益 30百万円

②高速化に伴う鉄道施設改良及び貸付（概要・スキーム）

国
補助金
２０％

自治体
出資金
２０％

Ｊ Ｒ
出資金
２０％

金融機関
借入金
４０％

補助金

出資金

出資金

借入金

返済

設備貸付 使用料支払い

国

自治体

金融機関事業主体（第三セクター）
北海道高速鉄道開発㈱

鉄道事業者
（ＪＲ北海道）

(補助金)

③札沼線電化事業
（桑園・北海道医療大学間）

（Ｈ24年6月電化開業）

※事業費46億円（自治体9億円）
（全道図）

自治体
出資金
３１％

（6.4億円）

Ｊ Ｒ
出資金
３１％

（6.4億円）

金融機関
借入金
３８％

（7.8億円）

出資金

出資金

借入金

返済

車両貸付 使用料支払い

自治体 金融機関
事業主体（第三セクター）
北海道高速鉄道開発㈱

鉄道事業者
（ＪＲ北海道）

・事業内容 ２６１系特急車両１２両購入
・事業費 ２１億円
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〔参考〕ＪＲ東日本只見線の事例 提供：北海道

国 １／３ ＪＲ １／３自治体 １／３

復旧費８１億円

17市町村 3/10 （８億円）福島県7/10（１９億円）

③維持管理スキーム

維持管理費 約２億円／年

１７市町村
３０％ （0.6億円/年）

福島県
７０％（1.4億円/年）

沿線7市町村
９７％

非沿線10市町村
３％

基金（県・市町村） ２７億円

上下分離
実施区間

比率 団体名
人口
（人）

負担額
（千円）

負担
割合(%)

沿
線
（
７
）

97

会津若松市 122,882 9,244 4.4

会津美里町 20,570 5,895 2.8

会津坂下町 16,093 4,761 2.3

柳津町 3,448 4,568 2.2

三島町 1,622 4,254 2.0

金山町 2,147 13,033 6.2

只見町 4,413 19,355 9.2

非
沿
線
（
１
０
）

3

喜多方市 48,740 893 0.43

下郷町 5,702 104 0.05

檜枝岐村 602 11 0.01

南会津町 15,844 293 0.14

北塩原村 2,760 51 0.02

西会津町 6,414 119 0.06

磐梯町 3,534 65 0.03

猪苗代町 14,714 272 0.13

湯川村 3,187 58 0.03

昭和村 1,290 24 0.01

計 273,962 63,000 30.0

②復旧スキーム

①概要

Ｈ23年7月 豪雨で鉄橋などが流出し不通

H29年6月 ＪＲと福島県（福島県及会津17市町村を代表）が上下分離
方式の基本合意

H30年春 復旧工事の着工予定（2021年度 全線開通予定）

・区 間 会津若松（福島県） ～小出間（新潟県）
・営業キロ １３５．２ｋｍ 全３６駅
・運行本数 上下２２本
・輸送密度 ３０４人（H２２年度）

※不通区間である只見～会津川口間は４３人

※現在、議員立法による制度改正を検討中
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